
平成１８事業年度
事業報告書

自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日

国立大学法人福島大学
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国立大学法人福島大学事業報告書

「国立大学法人福島大学の概略」

１．目標

本学は、建学以来、福島という地域に根ざした研究と教育を進め、「人材育成大学」として

教育者・地方公務員・ビジネスマンなどの専門的職業人を主として東日本各地に送り出してき

た。

２１世紀における「人材育成大学」の社会的使命は、広い教養と豊かな創造力を有し、地域

活動や企業活動を中心的に牽引していく専門的職業人を送り出すことである。

 こうした専門的職業人の育成を図るために、教育組織を学部学科課程制から学群学類制に転

換し、文理・理文融合を推進する。

同時に、学系制を導入して研究組織を再編・整備し、自然と人間との共生のあり方を地域次

元から探求していく個性あるプロジェクトを進める。

併せて、アジア・太平洋地域の学術交流協定校を機軸として、教育研究のグローバルな展開

を図る。

２．業務

福島大学は、戦前からの伝統を受け継ぎ、昭和２４年に、学芸学部（後に教育学部）と経済

学部の２学部構成の新制大学として発足した。しかし、福島市街地の二つのキャンパスに分散

しており、金谷川の地に統合移転して、業務を開始したのは昭和５４年以降だが、同時に人文

系と理工系を含む総合大学化の計画実現に向けて邁進してきた。 

昭和６２年１０月に行政社会学部を増設し、平成１６年１０月、国立大学法人化のなかで理

工学群共生システム理工学類を創設して、新たな出発をしている。 

旧３学部を継承した３学類を人文社会学群としてくくり、２学群４学類の教育組織を実現す

るとともに、全教員が参加する研究組織として１２の学系を構築した。また、人文社会学群に

は、伝統ある社会人教育を継承して、夜間主コース（「現代教養コース」）を有している。現在、

学部制度と学類制度が併存しているが、大学院の３研究科も含めて、充実した教育・研究を推

進している。 

また、学内附属組織として、附属図書館、附属４校園、並びに新設の総合教育研究センター

を含め５つの全学センターを有し、本学の教育、研究、社会貢献に努力している。 

現在、福島大学は、平成１７年４月に発表した「新生福島大学宣言」が掲げる、①自由・自

治・自立の精神の尊重、②教育重視の人材育成大学、③文理融合の教育・研究の推進、④グロ

ーバルに考え地域とともに歩む、との「福島大学の理念」の実現に向かって歩み続けている。 

福島県及び東北・北関東を中心とし、地域に存在感があり、全国的にも注目される「教育重

視の人材育成大学」として発展すべく、今後とも努力を重ねたい。
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３．事務所等の所在地

福島県福島市

４．資本金の状況

 ２７，０５１，４５２，８７７円（全額 政府出資）

５．役員の状況

 役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事４人、監事２人。任期は国立

大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人福島大学理事に関する規則等の定めるところによる。

役 職 氏  名 就任年月日 主な経歴

学 長 今野 順夫 平成 18年 4 月1 日 

平成5.10 福島大学評議員 
平成9.10 福島大学行政社会学部長 
平成14.2 福島大学副学長 
平成16.4福島大学理事・副学長（総務担
当） 

理事・副学長
（総務担当）

山川 充夫 平成 18年 4 月1 日 

平成8.4 福島大学評議員 
平成10.4 福島大学経済学部長 
平成16.4福島大学理事・副学長（学務担
当） 

理事・副学長
（学務担当）

中井 勝己 平成 18年 4 月1 日 平成14.4 福島大学評議員 
平成15.10福島大学行政社会学部長 

理事・副学長
（教育担当）

森田 道雄 平成 18年 4 月1 日 平成11.11福島大学評議員 
平成15.4 福島大学教育学部長 

理事・副学長
地域連携
担当

永倉 禮司 平成 18年 4 月1 日 
平成10.6（株）東邦銀行取締役 
平成16.4福島大学理事・副学長（対外担
当） 

監事（非常勤）
（業務監査）

佐藤 博明 平成 18年 4 月1 日 平成9.4 静岡大学長 
平成16.4 宇都宮大学監事 

監事（非常勤）
（会計監査）

車田 正光 平成 18年 4 月1 日 
昭和57.8等松青木監査法人公認会計士 
昭和59.1 車田正光公認会計士事務所 

所長 

６．職員の状況

教員４１４人（うち常勤３４３人、非常勤７１人）

職員１９６人（うち常勤１４９人、非常勤４７人）
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７．学部等の構成

＜学士課程＞

人文社会学群

  人間発達文化学類

  行政政策学類

  経済経営学類

 理工学群

 共生システム理工学類

＜大学院（修士）課程＞

教育学研究科

地域政策科学研究科

経済学研究科

８．学生の状況

総学生数   ４，４９３人

  学部学生    ４，３０９人

  修士課程      １８４人

９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

１０．主務大臣

文部科学大臣

１１．沿革

昭和24年 5月 

 

昭和27年 4月 

昭和41年 4月 

昭和55年 3月 

昭和56年 4月 

 

昭和60年 4月 

昭和61年 4月 

昭和62年10月 

平成 5年  4月 

平成16年10月 

福島師範学校、福島青年師範学校、福島経済専門学校を包括して、学芸学

部と経済学部からなる新制大学として設置。

経済短期大学部を併設。

学芸学部を教育学部に名称変更。

経済短期大学部を廃止。

分離していた２つのキャンパスを統合し、現在の金谷川キャンパスに移

転。

大学院教育学研究科修士課程を設置。

大学院経済学研究科修士課程を設置。

行政社会学部を新設し、３学部構成となる。

大学院地域政策科学研究科修士課程を設置。

全学再編を行い、「３学部」制から「２学群（人文学群、理工学群）４学

類（人間発達文化学類、行政政策学類、経済経営学類、共生システム理工

学類）１２学系」制へ移行。
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１２．経営協議会・教育研究評議会

○ 経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現   職  等

今 野 順 夫 福島大学長

山 川 充 夫 福島大学理事・副学長（総務担当）

中 井 勝 己 福島大学理事・副学長（学務担当）

森 田 道 雄 福島大学理事・副学長（教育担当）

永 倉 禮 司 福島大学理事・副学長（地域連携担当）

小 沢 喜 仁 福島大学副学長（研究担当）、附属図書館長

中 村 泰 久 福島大学人間発達文化学類長

功 刀 俊 洋 福島大学行政政策学類長

伊 藤   宏 福島大学経済経営学類長

入戸野   修 福島大学共生システム理工学類長

船 戸 輝 久 福島大学事務局長

伊 藤   寛 前三春町長

上 野 壽 枝 桜の聖母短期大学長

内 堀 雅 雄 福島県企画調整部長

紺 野   浩 福島市総務部長

佐々木 正 峰 独立行政法人国立科学博物館長

杉 原 陸 夫 公立学校共済組合理事

坪 井 孚 夫 前福島商工会議所会頭      【平成１８年１１月３０日まで】

浅 倉 俊 一 福島商工会議所会頭       【平成１９年 １月 １日より】

手代木   渉 弘前大学名誉教授

濱 田 千恵子 福島県シルバーサービス振興会理事・顧問

廣 木 孝 安 元国見電子（株）取締役社長

宮 崎 正 俊 （有）情報技術総合研究所代表取締役

○ 教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現   職

今 野 順 夫 福島大学長

山 川 充 夫 福島大学理事・副学長（総務担当）

中 井 勝 己 福島大学理事・副学長（学務担当）

森 田 道 雄 福島大学理事・副学長（教育担当）

永 倉 禮 司 福島大学理事・副学長（地域連携担当）

小 沢 喜 仁 福島大学副学長（研究担当）、附属図書館長
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中 村 泰 久 福島大学人間発達文化学類長 

功 刀 俊 洋 福島大学行政政策学類長 

伊 藤   宏 福島大学経済経営学類長 

入戸野   修 福島大学共生システム理工学類長 

星 野 供 二 福島大学統括学系長 

大 宮 勇 雄 福島大学人間発達文化学類教授    【平成１９年３月６日まで】 

工 藤 孝 幾 〃           【平成１９年３月７日より】 

中 田 スウラ 〃 

千 葉 悦 子 福島大学行政政策学類教授 

富 田   哲 〃 

菊 池 壯 蔵 福島大学経済経営学類教授 

神 子 博 昭 〃 

渡 邊   明 福島大学共生システム理工学類教授 

石 原   正 〃 

船 戸 輝 久 福島大学事務局長 

「事業の実施状況」

 別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」のとおり。

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上

 １．教育に関する実施状況

 別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「教育に関する目標」欄の「計

画の進捗状況」Ｐ３２～Ｐ５６を参照。

２．研究に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「研究に関する目標」欄の「計

画の進捗状況」Ｐ５７～Ｐ６４を参照。

３．その他の実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「その他の目標」欄の「計画

の進捗状況」Ｐ６５～Ｐ７２を参照。
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Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

 １．運営体制の改善に関する実施状況

 別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「運営体制の改善に関する目

標」欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ５～Ｐ６を参照。

２．教育研究組織の見直しに関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「教育研究組織の見直しに関

する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ７を参照。

３．人事の適正化に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「人事の適正化に関する目標」

欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ８～Ｐ９を参照。

４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「事務等の効率化・合理化に

関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ１０～Ｐ１１を参照。

Ⅲ．財務内容の改善

１．外部研究資金その他の自己収入増加に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「外部研究資金その他の自己

収入増加に関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ１５を参照。

２．経費の抑制に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「経費の抑制に関する目標」

欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ１６を参照。

３．資産の運用管理の改善に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「資産の運用管理の改善に関

する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ１７を参照。

Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報提供

１．評価の充実に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「評価の充実に関する目標」

欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ２１～Ｐ２２を参照。
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２．情報公開等の推進に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「情報公開等の推進に関する

目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ２３～Ｐ２４を参照。

Ⅴ．その他業務運営

１．施設設備の整備・活用等に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「施設設備の整備・活用等に

関する目標」欄の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ２７を参照。

２．安全管理に関する実施状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「安全管理に関する目標」欄

の「判断理由（計画の実施状況等）」Ｐ２８～Ｐ２９を参照。

Ⅵ．予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画

 １．予算                              （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（決算―予算）

収入

運営費交付金

施設整備費補助金

船舶建造費補助金

施設整備資金貸付金償還時補助金

補助金等収入

国立大学財務・経営センター施設費交付金

自己収入

授業料、入学金及び検定料収入

附属病院収入

財産処分収入

雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

長期借入金収入

貸付回収金

承継剰余金

３，４８５

６３０

－

－

－

２７

２，５９４

２，５１６

－

－

７８

８２

－

－

－

３，４８５

７３０

－

－

９

２７

２，６３４

２，５５４

－

－

８０

１９５

－

－

－

－

１００

－

－

９

－

４０

３８

－

－

２

１１３

－

－

－
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旧法人承継積立金

目的積立金取崩

計

－

－

６，８１８

－

２２

７，１０２

－

２２

２８４

支出

業務費

教育研究経費

診療経費

一般管理費

施設整備費

船舶建造費

補助金等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

貸付金

長期借入金償還金

国立大学財務・経営センター施設費納付金

計

５，６３５

５，６３５

－

４４４

６３０

－

－

８２

－

－

２７

６，８１８

５，４６６

５，４６６

－

４８６

７３０

－

９

１６９

－

－

２７

６，８８７

△１６９

△１６９

－

４２

１００

－

９

８７

－

－

－

６９

注．百万円未満は四捨五入しております。

２．人件費                             （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（決算－予算）

人件費（退職手当は除く） ４，５４７ ４，４８４ △６３

注．百万円未満は四捨五入しております。

３．収支計画                            （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（決算－予算）

費用の部

経常費用

業務費

教育研究経費

診療経費

受託研究経費等

役員人件費

教員人件費

職員人件費

６，０７２

６，０７２

５，６７１

７２２

－

３５

８０

３，６８０

１，１５４

６，３８１

６，３８１

５，８７０

１，０１１

－

８９

７６

３，５９１

１，１０３

３０９

３０９

１９９

２８９

－

５４

△４

△８９

△５１
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一般管理費

財務費用

雑損

減価償却費

臨時損失

収益の部

経常収益

運営費交付金収益

授業料収益

入学金収益

検定料収益

附属病院収益

補助金等収益

受託研究等収益

寄附金収益

財務収益

雑益

資産見返運営費交付金等戻入

資産見返補助金等戻入

資産見返寄附金戻入

資産見返物品受贈額戻入

臨時利益

純利益

目的積立金取崩益

総利益

２４９

－

－

１５２

－

６，０７２

６，０７２

３，３８９

２，００８

３１４

７０

－

－

３５

２６

－

７８

１４４

－

８

－

－

－

－

－

３６７

１

－

１４３

－

６，４６８

６，４６８

３，３９４

２，２０６

３１４

８８

－

９

９２

７４

１

１５２

１３２

－

６

－

－

８７

５

９２

１１８

１

－

△９

－

３９６

３９６

５

１９８

０

１８

－

９

５７

４８

１

７４

△１２

－

△２

－

－

８７

５

９２

注．百万円未満は四捨五入しております。

４．資金計画                            （単位：百万円）

区 分 予算額 決算額 差 額

（決算－予算）

資金支出

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出

翌年度への繰越金

７，２１３

５，９２０

８９８

－

３９５

８，５３２

６，０９３

１，２４３

０

１，１９６

１，３１９

１７３

３４５

０

８０１
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資金収入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

授業料・入学金及び検定料による収入

附属病院収入

受託研究等収入

補助金等収入

寄附金収入

その他の収入

投資活動による収入

施設費による収入

その他の収入

財務活動による収入

前年度よりの繰越金

７，２１３

６，１６１

３，４８５

２，５１６

－

３５

－

４７

７８

６５７

６５７

－

－

３９５

８，５３２

６，３２３

３，４８５

２，５５２

－

９０

９

１０５

８２

８１８

７５７

６１

－

１，３９１

１，３１９

１６２

－

３６

－

５５

９

５８

４

１６１

１００

６１

－

９９６

注．百万円未満は四捨五入しております。

Ⅶ．短期借入金の限度額

該当なし。

Ⅷ．重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

該当なし。

Ⅸ．剰余金の使途

剰余金のうち目的積立金 78 百万円から 22百万円を取り崩し、共通講義棟エアコン設置、総

合情報処理センター環境整備等、教育研究の質の向上及び組織運営の改善にあてた。

Ⅹ．その他

１．施設・設備に関する状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「施設・設備に関する計画」

欄の「実績」Ｐ７６を参照。
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２．人事に関する状況

別添「平成１８事業年度に係る業務の実績に関する報告書」の「人事に関する計画」欄の「実

績」Ｐ７７を参照。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

当期振替額

交付年度 期首残高

交付金

当期

交付額

運営費

交付金収益

資産見返

運営費交付金

資本

剰余金

小計 期末残高

１６年度 0 － － － － － 0 

１７年度 192 － 191 － － 191 1 

１８年度 － 3,485 3,203 10 － 3,213 272 

注．百万円未満は四捨五入しております。

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成１７年度交付分

（単位：百万円）

区  分 金額 内     訳

運営費交付金

収益

191 

資産見返

運営費交付金

－ 

資本剰余金 － 

費用進行

基準によ

る振替額

計 191 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：191

（教員人件費：137、職員人件費：54）

イ）自己収入に係る収益計上額：－

ウ）固定資産の取得額：－

③運営費交付金の振替額の積算根拠

退職手当として支出した運営費交付金債務 191 百万円を

収益化。

合計 191 

注．百万円未満は四捨五入しております。
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②平成１８年度交付分

（単位：百万円）

区  分 金額 内     訳

運営費交付金

収益

54 

資産見返

運営費交付金

4 

資本剰余金 －

成果進

行基準

による

振替額

計 58 

①成果進行基準を採用した事業等：教育改革（大学と地域と

が一体で行うキャリア教育の推進）、連携融合事業（阿武隈

川流域水循環健全化に関する研究）、国費留学生支援事業

②当該業務に関する損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：54

（教員人件費：7、職員人件費：10 教育経費：29、研究経

費：8）

イ）自己収入に係る収益計上額：－

ウ）固定資産の取得額：教育研究機器4

③運営費交付金収益化額の積算根拠

教育改革（大学と地域とが一体で行うキャリア教育の推

進）、連携融合事業（阿武隈川流域水循環健全化に関する研

究）については、それぞれの事業等の成果の達成度合い等を

勘案し、58百万円を収益化。

国費留学生支援事業については、予定した在籍者数に達し

たため、0百万円を収益化。

運営費交付金

収益

3,003 

資産見返

運営費交付金

－

資本剰余金 －

期間進

行基準

による

振替額

計 3,003 

①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基準及び費用進

行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に関する損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：3,003 

（役員人件費：52、教員人件費：2,286、職員人件費：665） 

イ）自己収入に係る収益計上額：－

ウ）固定資産の取得額：－

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

学生収容定員が一定数（85％）を満たしていたため、期間

進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

運営費交付金

収益

146 

資産見返

運営費交付金

6 

資本剰余金 － 

費用進

行基準

による

振替額

計 152 

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、建物新営設備

費、その他 

②当該業務に係る損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：146 

（教員人件費：94、教育経費：48、一般管理費：4） 

イ）自己収入に係る収益計上額：－ 

ウ）固定資産の取得額：建物附属設備5、教育研究機器1 
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③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務152百万円を収

益化。

国立大

学法人

会計基

準第 77

第３項

による

振替額

－ 該当なし

合計 3,213  

注．百万円未満は四捨五入しております。

（３）運営費交付金債務残高の明細

（単位：百万円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

成果進行基準を採用

した業務に係る分

－ 該当なし

期間進行基準を採用

した業務に係る分

－ 該当なし

費用進行基準を採用

した業務に係る分

0 一般施設借料（土地建物借料）、学校災害共済掛金、下

水道受益者負担金、在外研究員等旅費 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

１６年度

計 0  

成果進行基準を採用

した業務に係る分

0 国費留学生経費 

・国費留学生経費について、研究留学生・学部留学生

区分における在籍者が予定数に達しなかったため、そ

の未達分を債務として繰越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

期間進行基準を採用

した業務に係る分

－ 該当なし 

１７年度

費用進行基準を採用

した業務に係る分

0 一般施設借料（土地建物借料） 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 
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計 1  

成果進行基準を採用

した業務に係る分

－ 該当なし 

期間進行基準を採用

した業務に係る分

－ 該当なし 

費用進行基準を採用

した業務に係る分

272 退職手当 

・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用す

る予定。 

認証評価経費 

・当該債務は、翌事業年度以降に使用する予定。 

１８年度

計 272  

注．百万円未満は四捨五入しております。

XI．関連会社及び関連公益法人等

１．特定関連会社

該当なし。

２．関連会社

該当なし。

３．関連公益法人等

該当なし。


